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サマリー 

 
 財政健全化 

 適切な経済成長 

 生活費・住宅価格の抑制 

 中小事業立ち上げの促進 

に配慮した予算 

 
マレーシアの先進国入りという 
最終的な目標に向けた取り組み 

 

2018年11月2日、リム・グアン・エン財務大臣が2019年度国家予算案を発表しました。テーマは「甦るマレー

シア、ダイナミックな経済、繁栄する社会」(A Resurgent Malaysia, A Dynamic Economy, A Prosperous 

Society)です。激動する世界潮流の中で財政再建を行う必要性から、新政府は歳入と歳出の効率性と

透明性を高めるような制度改革に着手しようとしています。また、2019年度予算では全体として安定した

GDP成長率4.9%と、財政赤字の対GDP比3.4%を達成しようとしています。 

 
我々の予想通り、政府は非戦略的な投資の売却、不動産売却に対する税率引上げ、一定の加糖飲料やデジ

タル取引に対する税の導入により、歳入増を図っています。また、特に中小企業、イノベーションの創造とデジタル

化に焦点をあてた官民パートナーシップにも重点を置いています。租税に関する提案としては、中小企業の法人税

率引下げ、企業資金調達やIndustry 4.0に対する優遇税制等が提案されました。国民のスキルアップもこの予算

案の重点項目です。社会的支出については、国民意識の向上を意図して教育分野を優先しています。 

 

2019年度予算案は、歳入増、財政抑制、B40グループの生活支援、起業家精神の奨励、ガバナンス強化を志

向した包括的なものです。この予算案はマレーシアの体制を整え、長期的な成長と繁栄に向けた歩みを再活性

化するという政府の優先目的を長期的にサポートするものです。 

 

予算案スナップショットをどうぞご覧下さい！ 

 

Sim Kwang Gek 

Country Tax Leader 
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PARK 

AIRPORT 

HOSPITAL 

HOTEL 
SHARE MARKET 

個人 
• EPF拠出の所得控除RM4k  

• 生命保険・タカフルの所得控除RM3k  

• 公務員の年金拠出の所得控除RM7k  

• SSPNの所得控除RM8k  

• Tenang商品の保険/タカフル証券の印紙税免税 

• 住宅初回購入(RM500k上限)の印紙税免除 

 

ラブアン 
• ラブアン会社の税率3%、

RM建取引及びマレーシア
居住者との取引自由化 
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ベンチャー 

キャピタル 
• VC優遇税制の延長 

 

 

  

 

   

間接税 
• 加糖飲料に対するexcise duty導入(40 sen/リットル)  

• Service Tax登録事業者に対する特定のB2B取引のService Tax
免除 

• 小規模製造業者による輸入仕入に対するSales Tax控除のクレジ

ットシステム導入 

• 輸入サービスに対するService Tax導入(例：Netflix)  

  

会社及び事業 
• SMEの法人税率の最初のRM500kを17%に減税 

• 未使用の繰越損失、パイオニア損失、CA、RA、ITAの

繰越を7年に制限 

• 報酬額RM4kを上限とする、60歳以上及び前科者への
報酬の二重控除 

• バイオレジン、バイオポリマー原料のプラスチック生

産に対する優遇税制 

金融市場 

• sukuk ijarah、wakalah、

リテール債券、リテール

sukuk発行に対する優遇

税制延長 

• wholesale money 

market funds利息の免
税廃止 

 

観光 
• ペナンのSwettenham 

Pierに対する免税措置
導入、パンコール島の

Duty Free化 

その他 
• 公立学校及びIPTAの改良・整備目的の寄付が
控除可能 

• 社会事業団体への寄付は合算所得の

10%(法人)7%(個人)まで控除可能 

• 罰金低減の特別自主開示プログラムの導入 

 

 

             

       

                

      

            

      

    

        
                 

          
             
          
                               

  

      

     

  

    

 

  
     

 
   

    
    

     
   
  

Industry4wrd 
• 準備度査定(Readiness 

Assessment)、ベンダー開発プ
ログラム、人材開発に対する
優遇税制 

不動産 
• 保有期間5年以上の不動産及びRPC株の売却に対す

るRPGT税率引上げ－10%(会社及び外国人)、5%(マ

レーシア人)  

• 保有期間5年以上の低・中価格帯の住宅及びRM200k以下

の住宅の売却に対するRPGT免除 

• RM1m超の不動産譲渡書類に対する印紙税率を4%に引
き上げ 

• 空港REITの設立 

雇用主 
• 60歳以上従業員へのEPF雇用主拠出分を4%に低減 

• 60歳以上従業員のEPF被雇用者拠出免除 

• 最低賃金をRM1,100に引き上げ（マレーシア全土） 

• 従業員に代わって雇用主が返済したPTPTNローンの損金算入 
 
 
 
 
 
 
 

 

   
   

    
 

 

  
  
      
  
  
  
  

  
    

  

 

  
 

 



お問合せ・連絡先 

 

Sim Kwang Gek 

Managing Director 

kgsim@deloitte.com 

+603 7610 8849 

Julie Tan 

Japanese Services 

Group 

Tax Leader 

jultan@deloitte.com 

+603 7610 8847 

 

Japanese Services Group 

辻 伸介 

Shinsuke Tsuji 

Japanese Services 

Group Director 

stsuji@deloitte.com 

+603 7610 8599 

 

田中亜己子 

Akiko Tanaka 

Senior Executive 

akiktanaka@deloitte.com 

+603 7610 7961 
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Senior Manager 
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